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タイにおけるデータセンター投資の際の法的留意点 

弁護士 中 翔平 

1. はじめに 

E コマースの普及や AI の開発に伴う社会のデジタル化が急速に進んでいる中で、大量のデータを安全かつ迅速
に処理できるシステムを構築することが可能なデータセンターに対する需要が高まっている。東南アジアにおいて
はシンガポールやマレーシアのデータセンター市場が先行して大きく成長しているが、近隣諸国に比べて電力供給
価格が比較的安価で安定している等の理由から、タイにおけるデータセンター市場も今後、急速に拡大することが
予想されている。 
本稿では、タイにおいてデータセンター事業に参画するにあたって法的な観点から特に留意すべき基本的な事項

を紹介する。紙面の都合上、データセンター事業のうち、主として、データセンターのスペース又はこれに設置さ
れるサーバー等の全部又は一部を提供するコロケーションサービスやホスティングサービス事業を念頭に置いて
説明を行う。 
 

2. 投資奨励恩典の利用 

 まず、タイにおいて投資を行うにあたってはタイ投資委員会（「BOI」）の投資奨励恩典の利用可否を検討すべき
である。BOIはデータセンター事業に関して、いくつかの投資奨励恩典を用意している。下記は、コロケーション
サービスやホスティングサービス事業に係る BOIの投資奨励恩典の条件である。 
 
 入居した顧客に、サーバーのコロケーションサービス、マネージドサービス、サーバーのバックアップサービ

ス、災害復旧サービス、データホスティング等のサービスを提供すること。 
 データセンター用の面積が 3,000平方メートル以上あること。 
 国内・国際通信センターからデータセンターを結ぶ主要な高速通信システムを最低 4 回線有すること。国内

通信システムは、速度が 10Gbps以上で最低 3回線を有し、システム全体の合計速度は 60Gbps以上である
こと。 

 メンテナンス中又はシステム内の機器交換中にもサービスを継続して提供できること。 
 データセンター全体の電力需要に対応できる連続定格のエンジン発電機システムを有すること。また、エン

ジン発電機が故障又は停止した場合におけるバックアップシステムを有すること。 
 UPS、IT冷却、UPS冷却のバックアップデバイス又はバックアップシステムを有し、サービスに影響がない

ように、メインデバイスの動作不良発生時に、直ちに作動すること。 
 配電システムにおいてバックアップ用の独立配信経路を有すること。 
 機器の破損又は作動停止による損害リスクを防止するためのフェイルセーフシステムを有すること。 
 高効率の空調システム及びそのバックアップシステムを有すること。 
 全域に防火システムを有すること。 
 24時間のセキュリティシステムを有すること。 
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 法人所得税免除の恩典使用前に、ISO/IEC27001（データセンター）の認証を取得すること。なお、操業開始
期限日までに認証を取得すること。 

 
上記の投資奨励恩典の付与を受けると 8 年間の法人所得税の免除や機械輸入税の免除といった税制面の恩典を

受けられる他、外資企業による土地の所有や外国人従業員のワークパーミットの容易な取得といった非税制面の恩
典も受けることができる。 
 

3. 外資規制 

データセンターの開発を行うにあたっては用地を確保する必要がある。しかし、外資企業による用地の確保につ
いては外資規制上の問題をクリアしなくてはならない。まず、データセンターの用地を自前で確保する場合には土
地の取得が必要となるが、土地法上、「外国人」1（登録資本の 49％超を外国企業が保有するタイ法人等）による土
地の所有は原則として認められない。他方で、建物の所有自体は土地法の規制の対象外であるため、第三者が所有
する土地の上に、データセンターを建築すれば土地法上の規制は回避することが可能である。また、上記のとおり、
投資奨励恩典の付与を受けると、土地法上の「外国人」に該当しても、BOIから許可を受けて土地を所有すること
が可能である。用地を自ら所有することによりスキームの安定性を確保する観点からも、BOIの投資奨励恩典を利
用する意義があると考えられる。 
次に、外資規制の観点からは、土地法のみならず、外国人事業法上の規制にも留意が必要である。外国人事業法

上、同法に定める「外国人」2（50％以上の株式を外国企業が保有するタイ法人等）がタイ国内において一定の規
制対象業種に従事する場合には、原則として、外国人事業許可（いわゆる FBL）を取得する必要がある。コロケー
ションサービスやホスティングサービス事業に従事する場合には、少なくとも、データセンターを第三者の利用に
供することになるが、そのような事業を行うことは、規制対象業種である「その他のサービス業」に該当すること
になるため、FBLが必要になる。もっとも、一般的に FBLを取得することは容易ではなく、取得できる場合でも、
半年近くかかるのが通常である。そこで、かかる外国人事業法の規制をクリアするための方法として、タイの事業
者との間で合弁会社を設立し、タイの事業者に合弁会社の 50％超（土地法の規制も勘案すると通常は 51％以上）
の株式を保有させて、合弁会社が外国人事業法上の「外国人」に該当しないように設計することが考えられる。あ
るいは、上記の投資奨励恩典を利用することも考えられる。すなわち、BOIの投資奨励恩典の付与を受けた事業で
あれば、かかる投資奨励恩典に基づいて外国人事業証明書（いわゆる FBC）を容易に取得することが可能であり、
FBC を取得すれば外国人事業法に抵触することなく事業に従事することができる。かかる観点からも投資奨励恩
典を利用する意義があると考えられる。 
 

4. 電気通信事業法の規制 

データセンター事業に従事するにあたってはタイの電気通信事業法（Telecommunications Business Act）の
規制に留意する必要がある。電気通信事業法上、電気通信事業に従事する事業者は後述のとおりその内容に応じて
ライセンスを取得する必要がある。電気通信事業法上は、「電気通信事業」の具体的な定義を設けていないものの
管轄当局である国家放送通信委員会が過去に出した告示によれば、インターネットサービスを提供することは電気
通信事業に該当するという前提の下、一般的なデータセンター事業はインターネットサービスの提供を伴うため電
気通信事業に該当するとされている。そのため、サーバーの提供を行うホスティングサービスのみならず、いわゆ
るスペース貸しであるコロケーションサービスであっても、ユーザーのために自前のものであるか否かに拘わらず

 
1 土地法上の「外国人」には、登録資本の 49%超の保有者又は株主の過半数（頭数ベース）が外国人である場合が含まれる。 
2 外国人事業法上の「外国人」の定義は土地法の「外国人」の定義とはずれがあり、タイ国内で設立された法人については、（i）全株式
数又は株式の価値に占める外国人又は外国法人の者が保有する割合が 50％以上である場合、並びに、（ii）外国人、外国法人及び全株式
数又は株式の価値に占める外国人又は外国法人の者が保有する割合が 50％以上であるタイ法人の者が保有する割合が 50％以上の場合
に、外国人事業法上の「外国人」に該当する。 
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ネットワーク環境の提供を含んだセキュリティ・ユーティリティ等を顧客の用に供している限り、電気通信事業に
該当すると解される可能性が高い。電気通信事業者は、事業内容に応じて、以下の表のとおり Type 1から Type 3
のライセンスのいずれかを取得することが求められる。独自のネットワーク環境を持たない事業者が大半であるた
め、一般的には、Type 1のライセンスを取得することになる。また、Type 1であれば、電気通信事業者の外国人
株式保有割合の制約もない。 

 
自前の電気通信 

ネットワークの有無 
顧客 

電気通信事業法上の 
外資規制 

Type 1 無 制限なし 適用なし 

Type 2 有・無 
特定の顧客グループに

限定 
適用あり 

Type 3 有 一般公衆 適用あり 
 

5. その他の規制 

 主としてハイパースケールのデータセンターで見られるが、データセンター事業者は顧客との契約上、施設の改
装や廃棄物（ケーブル等）の処理を行うことになっている場合がある。そのため、かかる場合には、建設工事関連
の規制（エンジニアリング法・建築士法等）や有害物質法関連の規制の検討が必要となる可能性がある。また、デ
ータセンター事業者において顧客から個人データを取得するケースでは、個人情報保護法上の対応も検討する必要
がある。 
 

6. まとめ 

本稿ではコロケーションサービスやホスティングサービス事業を行う際にまず検討すべき基本的な事項を概観
した。実際には事業形態、ターゲット顧客や立地によって適用される法令は変わり得るため、個別事案に応じた網
羅的な検討が不可欠である。また、タイにおけるデータセンター事業に係る法規制は必ずしも十分に整備されてい
るとはいえず、解釈や実務の運用に委ねられている部分もあるため、実際にタイにおいてデータセンター事業を行
うにあたっては、関係当局と連携しながら対応していくことが不可欠となると考えられる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

- 4 - 

 

Ⓒ 2025 Nagashima Ohno & Tsunematsu 
 

[執筆者] 
中 翔平（長島・大野・常松法律事務所 Nagashima Ohno & Tsunematsu (Thailand) Co., Ltd. 
弁護士） 
shohei_naka@noandt.com 
2013年に長島・大野・常松法律事務所に入所。プロジェクトファイナンス、キャピタルマーケ
ット、不動産取引、金融レギュレーション及び個人情報保護の分野を中心に国内外の案件に従事。
2020年 5月に University of California, Los Angeles School of Lawを卒業後、2020年 12
月より当事務所バンコク・オフィスに勤務。現在は、主に、在タイ日系企業の M&A、個人情報
保護、再エネ、不動産開発案件や日系企業によるタイ国外の海外投資案件等幅広く法律業務に従
事している。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

NO&T Asia Legal Update ～アジア最新法律情報～の配信登録を希望される場合には、
<https://www.noandt.com/newsletters/nl_asia_legal_update/>よりお申込みください。本ニュースレターに関するお問い
合わせ等につきましては、<newsletter-asia@noandt.com>までご連絡ください。なお、配信先としてご登録いただきましたメ
ールアドレスには、長島・大野・常松法律事務所からその他のご案内もお送りする場合がございますので予めご了承いただけます
ようお願いいたします。 

本ニュースレターは、各位のご参考のために一般的な情報を簡潔に提供することを目的としたものであり、当事務所の法的アド
バイスを構成するものではありません。また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解であり当事務所の見解ではありません。一般
的情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個別具体的事案に係る問題について
は、必ず弁護士にご相談ください。 
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